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1.組織の概要

①事業者名、代表者名など

株式会社電子印刷センター

代表取締役　宇都宮俊明

創業　　　　昭和41年4月

設立　　　　昭和43年4月12日

資本金　　　1,000万円

②所在地

（本社・工場）〒874-0011　大分県別府市大字内竈1393番地

③環境管理責任者名および担当者連絡先

環境管理責任者 専務 杉本久

担当者 生産部　製版・出力チーム 山岸

生産部　仕上チーム 中野

総務部 筬島

総務部 星野

連絡先 電話 0977-66-5365

FAX 0977-66-5383

メール info＠denship.co.jp

④事業内容

・総合印刷業

⑤事業規模

・床面積 672㎡

・従業員数 24人

活動規模 単位 令和 2年 令和 3年 令和 4年

従業員数 人 23 23 23

⑥事業年度

7月～6月

⑦環境管理年度

4月～3月

⑧対象範囲

全組織、全活動

（リーダー）
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2.実施体制

作成日：令和5年7月1日

①EA21組織図

②EA21役割と責任及び権限

役割・責任・権限

代表者 　・環境経営に関する統括責任者

　・環境経営に必要な経営資源（人・物・資金）を準備する

　・環境管理責任者の任命

　・環境経営方針を定める

　・環境経営目標及び環境活動計画、実施体制を承認する

　・代表者による全体の評価と見直しを実施する

　・環境経営レポートの承認

　・経営における課題とチャンスを明確にする

環境管理責任者 　・環境経営システムの構築、運用、管理に関する責任者

　・環境経営システムの運用、管理状況を代表者に報告する

　・エコアクション21推進委員会の責任者

　・環境関連法規等のとりまとめ表の承認、遵守状況チェック結果の承認

　・各部門の環境経営目標、環境活動計画、実施体制の確認と全体調整

　・環境上の緊急事態の想定及び対応策の承認

　・問題点の是正及び予防処置の承認

　・環境経営レポートの確認

 エコアクション21　　　・環境管理責任者の補佐

推進委員会 　・環境関連文書、記録の管理

　・環境活動に関する実績のとりまとめ

　・外部環境コミュニケーションに関する窓口

　・環境経営レポートの作成

　・環境経営目標、環境活動計画の伝達

　・全社の意思統一、意見交換及び相互・全体評価の実施

　・各部門の実施状況、目標達成状況、問題点などの報告

　・効果的な環境活動に向けての提案・意見の交換

全従業員 　・環境経営方針、環境経営目標などの理解と自らの役割を自覚する

　・自主的、積極的に環境活動に参加する

代表者
社長 宇都宮俊明

環境管理責任者

専務 杉本 久美

エコアクション21 推進委員会

山岸 中野 筬島 星野

（リーダー）

全従業員
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3.環境経営方針

■基本理念

■行動指針

　　　（１） 二酸化炭素排出量の削減

　　　　　　 電気、ガソリン等の消費に伴う二酸化炭素排出量の削減に取り組みます。

　　　（２） 廃棄物の削減

　　　　　　 事業活動に伴う産業廃棄物について、分別回収による資源の有効活用に努めます。

　　　　　　 一般廃棄物の分別活動を推進して、適切なリサイクルに努めます。

　　　（３） 水使用量の削減

　　　　　　 水道使用時の水量を削減し、総排水量の削減に努めます。

　　　（４） 化学物質の適正管理

　　　　　　 化学物質の適切に管理し、環境に有害な物質の使用量の削減に努めます。

　　　（５） 地域貢献

地域の清掃活動を実施して、地域に貢献していきます。

　　　（６） 環境関連法規制の遵守

　　　　　　 事業に関する環境関連法規制等を遵守します。

　　　　社員全員がこの環境経営方針を認識し、全員でEA21に取組んでいきます。

　　　　PDCAを回すことにより、環境経営の継続的改善に努めます。

株式会社電子印刷センター

代表取締役　宇都宮俊明

株式会社電子印刷センターは地域と共に発展していくために、企業活動を通じて環境の
保全活動に目的・目標を定め、その活動に積極的に取り組み、全社一丸となって地域へ
の環境保全責任と役割を果たしていきます。

更新日：2023年7月1日
（制定日：2022年4月1日）

- 3 -



4.環境経営目標

各年度の対象期間は、4月～翌年3月

基準年度 2022年度 2023年度 2024年度

2021年度実績 目標 目標 目標

33,598 33,262 32,926 32,590

Ｋｇ-ＣＯ2
基準年度比

△1%
基準年度比

△2%
基準年度比

△3%

56,867 56,298 55,730 55,161

ｋＷｈ
基準年度比

△1%
基準年度比

△2%
基準年度比

△3%

2,741 2,713 2,686 2,659

ℓ
基準年度比

△1%
基準年度比

△2%
基準年度比

△3%

5455.4 ㎏ リサイクル率 リサイクル率 リサイクル率

リサイクル率
100％

100% 100% 100%

520 515 510 505

kg
基準年度比

△1%
基準年度比

△2%
基準年度比

△3%

367.62 ㎏ リサイクル率 リサイクル率 リサイクル率

リサイクル率
100％

100% 100% 100%

電力のCO2排出係数は、九州電力調整後係数　2020年の0.479kg-CO2/kWhを使用。

二酸化炭素排出量＝電気使用量✕0.479＋ガソリン使用量✕2.32

2-1-2
一般廃棄物排出量
〔不燃ゴミ〕

賃貸のため
把握できない

節水に努める

1回/年実績なし
時期・場所等内
容の検討・決定

エコマーク商品の優先購入

1回/年

エコマーク
商品の

優先購入

適切な管理を
実施していく

適切な管理を実施していく

社会貢献への参加
（地域の清掃活動）

2-2
産業廃棄物排出量
（リサイクル率）

3
水使用量
（水使用量）

6

グリーン購入の推進5

4
化学物質使用量削減
（化学物質使用量）

1-2
ガソリン消費量
（ガソリン使用量）

2-1-1
一般廃棄物排出量
〔古紙、プラゴミ、段ボー
ル〕（リサイクル率）

環境経営
方針の
番号

選択課題

1
二酸化炭素排出量
(ＣＯ2排出量)

1-1
電力消費量
（電気使用量）
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5.環境経営目標の実積と評価、次年度の取組み内容

対象期間：2022年4月～2023年3月
評価基準：○100％以上　△90％以上100％未満　×90％未満

基準年度 2022年度目標 2022年度 目標 評価

2021年度
基準年度比

△1%
実績 達成率

1 二酸化炭素排出量

(ＣＯ2排出量)　Ｋｇ-ＣＯ2

評価と
次年度の
取組内容

1-1 電力消費量

（電気使用量）　ｋＷｈ

評価と
次年度の
取組内容

1-2 ガソリン消費量

（ガソリン使用量）　ℓ

評価と
次年度の
取組内容

2-1 一般廃棄物排出量

（一般廃棄物排出量）　kg

評価と
次年度の
取組内容

2-2
産業廃棄物排出量

（産業廃棄物排出量）　kg

達成率 100%
リサイクル率

100％
リサイクル率100％

(367.62)
100% 〇

評価と
次年度の
取組内容

3 水使用量　（水使用量）

4
化学物質使用量削減
　（化学物質使用量）

適切な管理の
実施をする

適切な管理を実
施をした

100% 〇

5
グリーン購入の推進 エコマーク商品の

優先購入
エコマーク商品の優
先購入 100% 〇

電力のCO2排出係数は、九州電力調整後係数　2020年の0.479kg-CO2/kWhを使用。

6

目標は達成。必要のない電灯などの電源を切ったり、送風機など
の使用で効率的にエアコンを稼働できたことが節電に繋がったと
思われる。引き続き、全社員に節電の意識を持ってもらい、省エネ
に取り組む。

目標は達成。引き続き、継続する。より一層、稼働計画の見直し、
排出量を削減出来るように努める。

時期・場所等内容
の検討・決定

時期など内容が決まら
なかった（コロナの影

響もあり）

適切な管理の実施をす
る

エコマーク商品の優先購
入

年間

年間

年間

100%
(360.9)

リサイクル率
100％

2,741 2,713 2,785

100%

社会貢献への参加
実績なし

賃貸のため把握できない（節水の表示などで意識付けを行う）

56,867 56,298 56,179

〇

データ無し データの把握
把握できた
（5975.4）

100% 〇

リサイクル率
100％

(367.62)

未達成 ×

環境経
営方針
番号

選択課題

目標は未達成。改善の余地あり。納品・営業活動等で使用量の削
減ができなかった。計画的運用で、使用量の削減に努める。

引き続きデータの把握を行い、目標は達成。今後も意識して排出
量の削減を心がける。

年間

年間

97% △

100% 〇

100% △33,598 33,262 33,370

目標は未達成だが、達成率99％と高い値だった。初年度として、社
員への意識付けは出来たと思われるので、引き続き下記のとお
り、取り組みを実施する。
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6.環境経営計画の評価

〇：できた　　△：改善の余地あり　　×：できなかった

〇

〇

〇

△
昼休みの消灯など、周知
をする。

△

△

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

△

△

△

×
会社単位だけでなく、各
居住地域等の活動に参
加するようにする。

車内等に啓発内容を表示
して、意識づけを推進す
る。　2．アイドリングストップする。

環境方針
の番号

目標課題 具体的な行動（活動） 評価 今後の取組等

二
酸
化
炭
素
排
出
量
削
減

1-1 電力消費量削減

　1．各作業場ごとに、適切な冷暖房の設定温度を厳守。消灯

　2．OA機器は退社時に電源をOFFにする。

　3．各機械、空調機などのフィルターを清掃する。

　4．不必要箇所の照明を消す。

1-2 ガソリン消費量削減

　1．エコドライブの推進。急な動作をしない。イヤエコドライブ

2-1-1
廃棄物排出量削減
（古紙、プラゴミ、段
ボール）

　1．リサイクル可能排出物の分別を徹底する。

　2．リサイクル可能ゴミの種別を確認する。

2-1-2
廃棄物排出量削減
（一般廃棄物）

　1．ゴミの分別を徹底する。

　2．リサイクル可能ゴミの種別確認とその周知を徹底する。

2-2
廃棄物排出量削減
（産業廃棄物）

　1．排出物の種別ごとの仕分けを徹底する。

　2．保管場所を徹底する。

3 水使用量削減 　1．節水シールを貼り意識を喚起する。

〔次年度の重点目標〕
現在の具体的な行動にルートの見直しや計画的に運用することを追加して、ガソリン消費量の削減に努める。

4 化学物質使用量削減 　1．有害性の化学物質の表示を徹底する。

5 グリーン購入の推進

　1．事務用品のエコマーク、
      グリーンマーク商品の購入推進（随時） コストを考慮しつつ、検

討・購入比率を上げる。
　2．再生紙の購入推進（コピー用紙・随時）

6 社会貢献への参加 　1．所属団体や公共機関のボランティアに参加する。

- 6 -



7.具体的な取組状況

①　CO2排出量削減（電力使用量）

②　水使用量削減
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8.環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果

　並びに違反、訴訟等の有無

関連法規法令違反はありませんでした。また、指摘、訴訟、苦情等もありませんでした。

1 産業廃棄物マニフェスト
マニフェスト管理状
況確認

河野 7月1日 〇

2 廃棄物委託契約書 契約書の内容確認 河野 7月1日 〇

3
保管場所表示、保管基準遵
守

現場確認 河野 7月1日 〇

4 管理票の交付状況定期報告
年間報告提出の確
認

河野 7月1日 〇

5
収集運搬車への表示および
マニュフェスト携帯

現場確認 河野 7月1日 〇

1 リサイクル料支払い
リサイクル券の確
認

総務 7月1日 〇

2 廃棄時の適正処理
引き取り証、領収
書などの確認

総務 7月1日 〇

3 PCリサイクル法 1 廃棄時の適正処理
引き取り証、領収
書などの確認

総務 7月1日 〇

1 リサイクル料支払い
リサイクル券の確
認

総務 7月1日 〇

2 廃棄時の適正処理
引き取り証、領収
書などの確認

総務 7月1日 〇

6 消防法 1 消火器の設置 設置確認 河野 7月1日 〇

7 PRTR法 1 排出量を把握 管理表で確認 河野 7月1日 〇

8 労働安全衛生法 1
有機溶剤による健康障害を
防止

取扱上の注意事項
等の教育

河野 7月1日 〇

9.代表者による全体の評価と見直しの結果・指示

評価
チェック
担当者

チェック方法

4 自動車リサイクル法

チェック項目関係法令

1
廃棄物の処理及び清
掃に関する法律
（廃掃法）

2 家電リサイクル法

実施日

　　認証取得後、環境方針に挙げる項目、法令遵守、生産・サービス、プロセスにおける環境負荷低
減、意識向上、地域社会の環境保全の教育等の取り組みを進めながら活動を行いました。
　全ての活動において、真摯に取り組むことができました。それ以外はごみの3R（リデュース・リユース・
リサイクル）を意識し削減に努め、紙の使用量についても、ペーパーレス化の検討・実施・推進を昨年よ
りも進めていくことが出来ると思います。
　又、地域貢献活動は更に踏み込んで活動してもらいたいと思います。
　組織の変更に伴い、実施体制の「代表者」及び「環境管理責任者」を変更した。新体制後も、環境活
動の活性化を希望します。

1
有機溶剤など、誤排水時の関
連機関への報告と対応協議
（発生時のみ）

発生時事の実施状
況の確認

5 河野 7月1日 〇下水道法
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